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（１）改正の趣旨・背景

（２）改正の内容

人口減少・少子高齢化の進展に伴う労働力人口の減少や国際競争の激化等、中小企業・小規模事業者を取り巻く事業環境
は厳しい状況にある。そのため、中小企業・小規模事業者等の生産性向上を支援し、経営強化（「稼ぐ力」の強化）を図るため、
中小企業者等が設備投資を行った場合の優遇措置を拡充する。

① 中小企業経営強化税制の創設により、平成29年3月31日をもって終了予定であった、中小企業者等が設備投資を行った場合
の即時償却又は税額控除制度が延長される。

② 中小企業経営強化税制では、即時償却又は税額控除の適用を受けるための手続きに、経営力向上計画の認定が追加される
（計画の申請から認定までに30日から45日程度を要するものと見込まれる）。

③ 中小企業経営強化税制では、適用対象資産の拡充（器具備品及び建物附属設備）及び適用対象事業が拡充されることにより、
幅広い資産・業種で即時償却又は税額控除の適用が可能となる。

④ 中小企業投資促進税制及び商業・サービス業・農林水産業活性化は、平成29年3月31日が適用期限とされていたが、今回の
改正により適用期限が2年間延長される（平成31年3月31日まで）。

⑤ 中小企業投資促進税制の対象から器具備品が除外される。

（３）適用時期

平成29年4月1日から平成31年3月31日までの間に事業の用に供した資産に適用される。

中小企業向け設備投資促進税制の拡充

1．改正のポイント

（４）影響

大企業は、生産性向上設備投資促進税制の終了により、設備投資を行った場合の優遇措置を受けられなくなる。
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２．中小企業向け設備投資促進税制の概要
従来活用されていた生産性向上設備投資促進税制は終了するが、中小企業者等においては、経営力強化税制という形で実質的

に引き継がれる。
中小企業投資促進税制及び商業・サービス業・農林水産業活性化税制については、適用期限が2年間延長される。
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機械装置

ソフトウェア
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建物附属設備

工具

普通貨物自動車

内航船舶

特定中小企業者等

上記以外

対象事業
(指定事業)

中小企業投資促進税制又は商業・サービス業・農林水
産業活性化税制の対象事業となる事業

主に製造業・建設業が対象
下記の事業等は対象外
・採石業、砂利採取業
・金融業、保険業(損害保険代理店業を除く)
・不動産業、物品賃貸業(駐車場業を除く)
・娯楽業
・電気業

主に小売業・卸売業・サービス業が対象
下記の事業等は対象外
・砿業、採石業、砂利採取業
・建設業、製造業
・金融業、保険業(損害保険代理店業を除く)
・娯楽業(映画館を除く)
・医療業、保健衛生業

手続

以下の要件を満たした設備を取得すること
①経営強化法の認定を受けること
②旧モデル比で生産性が年平均1%以上

　 改善する設備であること

　 又は経済産業大臣の確認を受けた、

　 年平均の投資利益率が5%以上となる

　 投資計画に係る設備であること

一定の対象設備の取得等をして、指定事業
の用に供すること

商業・サービス業等を営む中小企業者等が、認定経営革新
等支援機関等による経営改善指導等に伴って、経営改善設
備を取得すること

適用期限 平成29年4月1日から平成31年3月31日まで

対象資産・
金額要件等

税額控除額

10% 7% 7%

7% 適用不可 適用不可

特別償却率 即時償却(100%) 30% 30%

取得価額の75%が対象

1台30万円以上
1台30万円以上

かつ合計120万円以上

車両総重量3.5t以上

１台160万円以上 １台160万円以上

1台70万円以上 合計70万円以上

1台30万円以上 1台30万円以上

1台60万円以上 1台60万円以上

中小企業経営強化税制(改組) 中小企業投資促進税制(延長) 商業・サービス業・農林水産業活性化税制(延長)

対象企業 中小企業者等(資本金額1億円以下の法人又は農業協同組合等)
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３．中小企業経営強化税制の概要

（2）適用対象資産のイメージ

対象資産は、その法人の対象事業（指定事業）の用に直接供されている減価償却資産で構成されているものに限られる。
（事務用器具備品・本店、寄宿舎等に係る建物附属設備、福利厚生施設に係るもの等は対象外）
風営法の適用を受ける事業等は対象事業（指定事業）から除かれる。

法人の営む事業の用に直接供される減
価償却資産で構成されているもの

生産等設備

経営力向上設備等

生産性向上設備
（工業会等の証明書）

収益力強化設備
（経済産業大臣の確認）

特定経営力向上設備等＝適用対象資産

中小企業等経営強化法に規定する設備

経営力向上設備等のうち、経営力向上に
著しく資する一定のもので、認定経営力
向上計画に記載されたもの

適用対象となる租税特別措置法上の中小企業者等及び特定中小企業者等は次の通りである。
・中小企業者等…資本金の額又は出資金の額が1億円以下の法人等で青色申告書を提出する下記法人以外の法人

①発行済株式又は出資の総数又は総額の1/2以上が同一の大規模法人（資本金の額もしくは出資金の額が1億円を超える
法人等をいい、中小企業投資育成株式会社を除く）の所有に属している法人

②発行済株式又は出資の総数又は総額の2/3以上が大規模法人の所有に属している法人
・特定中小企業者等…中小企業者等のうち資本金の額又は出資金の額が3,000万円以下の法人等

（1）中小企業者等の定義
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4．生産性向上設備（A類型）及び収益力強化設備（B類型）の概要

改正後における、生産性向上設備（A類型）及び収益力強化設備（B類型）の概要は下記の通りである。

（出典）経済産業省資料（経済産業関係 税制改正について） 平成28年12月

改正前との主な変更点は下記の通りである。
・認定要件：「経営強化法の認定」が必要となる。
・対象設備：建物・構築物が除外される。また、一部の対象設備につき、金額要件が変更される。
・対象企業：大企業（資本金1億円以上の法人等）が除外され、中小企業者等のみとなる。
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5．経営力向上計画の認定及び手続きのフロー

中小企業経営強化税制の適用を受ける場合、①経営力向上計画の認定、②生産性向上設備又は収益力強化設備の認定、
③設備の取得と、3つの手続きが必要となる。

・経営力向上計画の申請先は、各事業分野（業種）の主務大臣である。
・提出にあたっては、経営革新等支援機関の確認・押印等は不要である。

（出典）中小企業庁資料（中小企業等経営強化法の概要） 平成28年11月
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本税制の適用を受けるためには、原則、設備等を引き渡し、取得する前に、工業会等による証明書（生産性向上設備）や、経済産業局に
よる投資収益率に関する確認書（収益力強化設備）を取得し、当該設備を利用し生産性を上げるための「経営力向上計画」の認定を受け
る必要がある。
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【原則的認定スケジュール】 各担当省庁の標準処理期間

30日

※例外的に設備取得後に経営力向上計画を申請することも認められている。この場合、設備取得日から60日以内に経営力向上計画が
申請受理される必要がある。
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【例外的認定スケジュール】

事
業
年
度
末

60日以内

※1 ※2

事
業
供
用

設
備
取
得

各担当省庁の
標準処理期間

30日
※1 収益力強化設備に関して、経済産
業局の確認申請は設備取得前に行う
必要がある。
※2 経営力向上計画の認定について、
制度の適用を事業年度単位で見るこ
とから、遅くとも当該設備の事業供用
年度（各企業の事業年度）内に認定を
受ける必要がある。供用年度を超えて
認定を受けた場合、税制の適用を受
けることができないので留意する必要
がある。

5．経営力向上計画の認定及び手続きのフロー
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6．経営力向上計画に関する提出書類

経営力向上計画に係る認定申請書の認定により、固定資産税の減免、低利融資等の金融支援及び補助金等優先採択の
措置を受けることができる。
申請から認定まで、30日～45日程度要するものと見込まれる。

【経営力向上計画に係る認定申請書（記入部分）】

（出典）中小企業庁ホームページ（申請手続関係書類等）


